
別添１

意見の反映状況区分
　Ⅰ　反映したもの　　　　　　　　　　　０件
　Ⅱ　一部反映したもの　　　　　　　　　０件
　Ⅲ　既に記述済のもの　　　　　　　　　14件
　Ⅳ　今後の検討課題とするもの　　　　　９件
　Ⅴ　その他記述を変更しなかったもの　　７件

反映
状況

1 　ぜひ導入していただきたい。

　すでに一部の手数料では、電子申
請と併せた電子納付や窓口キャッ
シュレスを導入しており、順次、利
用できる手数料の対象を拡大してい
きます。
　加えて、証紙に代わる納付方法と
して窓口現金納付などの導入を考え
ております。（※）

Ⅲ

2

◎県民サービス・利便性の低下を招く恐れ
◎職員の事務の煩雑化を招く恐れ
◎費用対効果があるのか（県財政健全化に寄与するか）
　これらを明確に１００％クリアできるのであれば廃止はやむ
を得ないものと考えます。

　県民サービス・利便性の低下、職
員の事務の煩雑化などをできるだけ
生じさせないように努めてまいりま
す。

Ⅴ

3
　キャッシュレス決済は、既に本庁をはじめ県の主な施設で導
入されており、手数料等の納付方法が追加され、私たち県民の
立場からすると利便性が高まり歓迎するところであります。

　すでに一部の手数料では、電子申
請と併せた電子納付や窓口キャッ
シュレスを導入しており、順次、利
用できる手数料の対象を拡大してい
きます。（※）

Ⅲ

4
　資料を読ませていただきましたが、県民の利便性の向上につ
ながることは言うまでもありません。一方で県財政の健全化の
視点からの考察が欠けているように思われます。

　証紙制度の廃止により、証紙の印
刷費や売りさばき手数料などが不要
になる一方、キャッシュレス決済の
導入により、決済手数料や決済端末
の維持費などが新たに発生します。
現時点では経費は約700万円削減す
ると試算しておりますが、キャッ
シュレス化が一層進むにつれて、削
減効果は大きくなっていくものと考
えております。

Ⅴ

5

　参考４の県民アンケート「行政手続におけるキャッシュレス
決済について」の結果は、個人を対象にしたもので、法人、個
人事業主、団体等（以下、「法人等」と記載）の意見が反映さ
れていないため、一概に判断できませんが、利用したい納付方
法としてキャッシュレス決済と現金（収入証紙等含む）は拮抗
しており、キャッシュレス決済を利用することができない、あ
るいは難しい方も少なくないと思われます。このアンケート対
象者に法人等を含めれば収入証紙を含む現金納付の需要は一定
水準あり、その割合は増加するのではないかと思われます。

　県民アンケートは個人を対象とし
たものであり、法人等は含まれてお
りません。関係団体等を通じて、法
人等の意見やニーズの把握に努めて
まいります。

Ⅳ

「キャッシュレス決済の導入に伴う新潟県収入証紙の廃止について」への県民意見と県の対応

県の対応県民意見番号
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県の対応県民意見番号

6
　代替として無記名納付書の発行等の現金納付を掲げています
が、事務処理の煩雑化につながるのではないでしょうか。

　無記名納付書の発行等により、事
務処理の煩雑化につながる懸念はあ
りますが、事務処理をできるだけ見
直して、煩雑にならないように努め
てまいります。

Ⅳ

7

　新潟県収入証紙の廃止については、次のことに留意し慎重に
検討していく必要があるかと思います。
１　収入証紙の売りさばき所がわからないなど現行のデメリッ
トが資料に明記されています。頻繁に購入する方は当然、理解
していますし、個人の方は特によく利用するものとして運転免
許更新時の手数料がありますが、納付は免許センターで収入証
紙を購入できるのでまったく不便は感じていないものです。
　したがって、デメリットは限定的であり、また法人や個人事
業者等が申請する場合において、電子決済に対応する各種電子
マネーやクレジットカードを待たない場合の納付方法について
の丁寧な説明ができることが必要です。

　県民アンケートでは、証紙を「と
ても不便」と思う方が12.7％、「ど
ちらかといえば不便」と思う方が
31.8％を占めています。一方、「と
ても便利」と思う方は2.7％、「ど
ちらかといえば便利」と思う方は
11.4％にとどまり、証紙が便利だと
いう認識は低いと考えております。
　また、法人等が電子決済に対応す
る各種電子マネー等を待たない場合
でも、ペイジー（インターネットバ
ンキング等）を利用できることや、
納入通知書など他の納付方法につい
ても周知を図ってまいります。

Ⅳ
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２　廃止後は、納入通知書など納付方法を多様化するとのこと
ですが、これでは事務の煩雑化を招き県行政の効率化に逆行す
るのではないかと危惧するところです。現金納付となれば、あ
らためて現金取り扱い員を指定しなければならない、現金の管
理コストも発生し、事務量も増加することになります。

　納入通知書や窓口現金納付によ
り、事務処理の煩雑化や事務量の増
加につながる懸念はありますが、事
務処理をできるだけ見直して、煩雑
にならないように努めてまいりま
す。

Ⅳ
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３　キャッシュレス決済では、利用できる環境にある県民側か
らするとポイントがつくなどのメリットがありますが、新潟県
は、決済事業者に手数料を支払うこととなるため、実質の手数
料の値下げということになりませんか。すなわち、本来、県歳
入として収入されるはずだった収入額が減額され、この減額分
は一般財源、すなわち県民税で補填されるのかと推測されま
す。また、ＰＯＳ端末使用料やインターネット回線料など固定
費、維持費が新たに発生するものと思います。
　手数料や負担金は受益者負担が原則であり、受益者ではない
県民も併せて余計な負担をせざるを得なくなりませんか。現行
の収入証紙売りさばき手数料とも関係することですが、これら
の財政シミュレーションの提示がないとはっきり言えません
が、新潟県収入証紙の廃止後、受益者負担の原則が大きく崩れ
るようであれば反対せざるを得ません。
　受益者負担の原則を維持するため、キャッシュレス決済によ
る納付については、決済事業者に払う手数料や維持費等を上乗
せしていくべきであると考えます。

　キャッシュレス決済の導入によ
り、ＰＯＳ端末使用料やインター
ネット回線料等が新たに発生します
が、それに伴う手数料の金額の見直
しについては慎重に対応したいと考
えております。

Ⅳ
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 　廃止の根拠として、そもそもなぜ、納付方法の１つがなく
なるのか、これはサービスの低下にならないのか、など費用対
効果等を総合的に考察の上、検討していくことが必要であり、
廃止ありきで進むことを望まないものです。

　県民サービスや費用対効果等も含
め総合的に考えて、証紙制度の廃止
について検討してまいります。

Ⅳ

2



反映
状況

県の対応県民意見番号

11

　過去３年の申請件数が資料にありますが、すべてキャッシュ
レス決済による納付とした場合の決済事業者へ支払う経費、
POS端末使用料、回線使用料など維持費がどのくらいか気にな
ります。公表していただけると幸いです。

　キャッシュレス決済の導入によ
り、一定の方が利用する場合、決済
手数料や決済端末のランニングコス
トなど、新たに発生する経費は証紙
廃止後には約8,700万円になると見
込んでおります。

Ⅴ

12 　収入証紙を購入する手間が省けて大変良いと思います。

　証紙制度を廃止することにより、
証紙を購入する煩雑さを解消し、利
便性を向上することができると考え
ております。

Ⅲ
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　県税の納税証明書などの数百円のものは、特に問題なく、便
利になって良いと思います。
　ただ、県証紙が全面廃止され、行政書士が代理申請する許可
申請に係る申請手数料をキャッシュレス決裁のみにて支払う場
合、行政書士が申請手数料を、すべて一旦立て替える必要があ
ると思います。
　顧問先等でない場合（特に初めてのお客の場合）、十万円程
度の立替（例：産廃収集運搬新規：81,000円）は厳しいものが
あります。
　新潟市では、現在、許可申請に係る手数料（廃棄物処理法、
自リ法など）は、支払納付書が交付されて銀行振込みで支払う
方式なので、必要に応じて、当該振込書を依頼者にそのまま送
付することにより、行政書士による立替を回避しています。
　そのような、キャッシュレス以外の代替手段も残してもらい
たいところです。

　キャッシュレス以外の代替手段と
して、納入通知書や無記名の納付書
の利用も検討してまいります。
（※）

Ⅲ
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○収入証紙の廃止について
　当協会は高齢者の方（70才以上）のみ受付可能の窓口ですの
で、お知らせのハガキに明記されていても忘れて来たり、間違
えて収入印紙を買ってしまう人もいるため、証紙が廃止になれ
ば申請者窓口での負担も軽減されることが期待できます。
○証紙に代わる納付方法について
　高齢者の方の中には、パソコン、スマホなどのネット環境が
無い場合も少なくありませんので、納入通知書などで簡潔に納
付できる方法を軸にご検討いただけると助かります。
　また、県の窓口での現金納付につきましても電話等での問い
合わせが増えることが予想されますので、納付場所や時間が
はっきりとわかるように事前に周知するなど対応をお願いしま
す。

　証紙制度を廃止することにより、
申請者が証紙を購入する煩雑さを解
消するとともに、窓口での証紙購入
の案内などの負担も軽減することが
できると考えております。
　証紙に代わる納付方法として、パ
ソコン等が利用できない方にも対応
できるよう、納入通知書や無記名の
納付書の利用も検討してまいりま
す。（※）
　また、窓口での現金納付などにつ
いても、事前に申請者に向けて周知
を充分に行いたいと考えておりま
す。

Ⅲ
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　窓口現金納付は、絶対残して欲しい。
　納入通知書は、ＢＫやコンビニでの納付も是非、実施してい
ただきたいです。

　証紙に代わる納付方法として、窓
口現金納付の対応を考えてまいり
す。（※）
　また、納入通知書を利用して、金
融機関やコンビニでの現金納付も、
引き続き検討してまいります。
（※）

Ⅲ
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１．納付方法の多様化による利便性の向上
・(別添３)≪証紙に代わる納付方法（案）≫  では、「納入通
知書等」が「検討中」となっているが、多様化による利便性の
向上という観点からぜひ採用すべき方法であると考える。

　納入通知書等を利用した金融機関
やコンビニでの現金納付について
は、引き続き検討してまいります
（※）

Ⅲ
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17

２．　証紙制度の廃止で期待される主な効果
（１）　納付者（証紙購入者）は証紙購入の手間を省くことが
出来るメリットがある。行政側は次のコストダウンを図ること
が出来るメリットがある。
　　Ａ　証紙の作成（印刷）コスト
　　Ｂ　証紙の売捌きコスト
　　Ｃ　証紙に係る事務管理コスト（主に人的コスト）
（２）　前記（１）のコストダウンの総額については、手元に
資料がなく示すことが出来ないが次のような事項について検討
が必要であると考える。
　　Ａ　証紙により納付していた手数料・使用料の値下げの可
否。
　　Ｂ　コストダウンに伴う他の行政サービスの新設又は既存
サービスの拡充の可否。

　証紙制度の廃止により、証紙の作
成（印刷）コストや売捌きコストな
どを削減できると見込んでおります
が、それに伴う手数料の金額の見直
しや、他の行政サービスの新設等に
ついては慎重に対応したいと考えて
おります。

Ⅳ

18

３．証紙制度廃止による納付方法の多様化
・　電子納付やキャッシュレス決済等について、県民の認識が
浸透しつつあり、抵抗感がなくなりつつあるのではないか。現
行の証紙制度と比較考慮すれば、明らかに時代の要請とマッチ
しており是非とも納付方法の多様化を推進するべきものと考え
る。

　すでに一部の手数料では、電子申
請と併せた電子納付や窓口キャッ
シュレスを導入しており、納入通知
書の利用など納付方法の多様化を推
進してまいります。（※）

Ⅲ
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４．「経過措置」（証紙でも納付可）
（１）令和６年８月末証紙を廃止し、証紙による納付方法を変
更（「納付方法の多様化」）するとしている。令和７年３月末
（７カ月間）まで証紙での納付も可能としている。この期間は
妥当な期間か要検討。
（２）証紙廃止後５年程度（令和１２年３月末）は、未使用の
証紙の払戻しに応じるとしている。証紙に有効期限がないにし
ても５年は長すぎないだろうか。１年位でよいのではないかと
思う。人というのは、往々にして処理期限があるとその期限ま
で何もしない傾向がある。従って、長ければ長いほど無駄に期
間が延びるだけに終わってしまうものと考える。
（３）証紙納付方法とキャッシュレス決済等の納付方法との併
行期間が長くなればなるほどコスト削減効果が弱まることにな
る。従って、経過措置期間をいかにして短期間にしてコスト削
減効果の最大化を図ることを検討すべきである。

　証紙制度の廃止後も証紙を保有し
ている方が使用できるようにするた
め、証紙廃止後から同一年度内に７
カ月間を証紙の使用期間として設け
たいと考えております。
　また、地方自治法第236条によ
り、地方自治体に対する金銭給付を
目的とする債権に係る時効は５年と
定められていることから、証紙の払
い戻しの対応期間として５年程度の
期間を設けることを考えておりま
す。
　証紙とキャッシュレス決済等との
併行期間が長くなるとコスト削減効
果が弱まることは理解しておりま
す。
　しかしながら、上記のことから
も、また、先行して証紙を廃止した
他の都府県と比較しても、現在考え
ている経過措置の期間は適切な期間
と考えております。

Ⅴ
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　収入印紙の廃止には賛同します。
　但し、未だに経理担当者のパソコン、スマートホンによる電
子化の作業に詳しくなく、問題等が発生する懸念があります。
　検討中のコンビニで現金納付が出来る方法もあるならば、可
能と思います。

　パソコン等が利用できない方にも
対応できるよう、納入通知書等を利
用したコンビニでの現金納付につい
ては、引き続き検討してまいりま
す。（※）

Ⅲ
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＜証紙に代わる納付方法＞
　金融機関やコンビニでの現金納付を可能としてほしい。
　法人であるため、都度現金支払できる方が良い。

　納入通知書等を利用した金融機関
やコンビニでの現金納付について
は、引き続き検討してまいります。
（※）

Ⅲ
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１．電子決済
　銀行のネットバンキングからの手続可能であれば賛成です。
手数料なしでお願いします。

　すでに一部の手数料では、電子申
請システムを利用して、ペイジー
（インターネットバンキング等）に
よる納付を導入しており、順次、利
用できる手数料の対象を拡大してい
きます。（※）
　また、県が決済手数料を負担して
おり、申請者から決済手数料を負担
いただいておりません。

Ⅲ
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２．金額のまちがいが生じた場合の手続
　銀行であれば、まちがいが生じた場合、手数料が発生する。
返金手続の場合の換金方法を明確にして欲しい。

　納付された手数料の金額に誤りが
あり、返金する必要が生じた場合の
還付方法についても明確にして、申
請者に周知を図ってまいります。

Ⅳ
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３．現状
　県証紙の購入は銀行が近くにあり、便利です。現状は不自由
には考えてはおりません。

　県民アンケートでは、証紙を「と
ても不便」と思う方が12.7％、「ど
ちらかといえば不便」と思う方が
31.8％を占めています。一方、「と
ても便利」と思う方は2.7％、「ど
ちらかといえば便利」と思う方は
11.4％にとどまり、証紙が便利だと
いう認識は低いと考えております。
　また、公表資料には記載しており
ませんでしたが、上記回答者が証紙
による納付が不便だと思う理由とし
て「購入場所が限定されるから」が
76.5％、「事前に購入しなければな
らないから」が69.8％を占めており
ます。銀行から遠方の方は、銀行で
の購入を不便と思っているものと考
えております。

Ⅴ
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　わざわざ銀行に行って証紙を購入するのは大変。銀行が近く
に無い。

　県民アンケートでは、証紙を「と
ても不便」と思う方が12.7％、「ど
ちらかといえば不便」と思う方が
31.8％を占めています。一方、「と
ても便利」と思う方は2.7％、「ど
ちらかといえば便利」と思う方は
11.4％にとどまり、証紙が便利だと
いう認識は低いと考えております。
　また、公表資料には記載しており
ませんでしたが、上記回答者が証紙
による納付が不便だと思う理由とし
て「購入場所が限定されるから」が
76.5％、「事前に購入しなければな
らないから」が69.8％を占めており
ます。銀行から遠方の方は、銀行で
の購入を不便と思っているものと考
えております。
　そのため、すでに導入している電
子申請と併せた電子納付や窓口
キャッシュレスに加え、納入通知書
等を利用したコンビニでの現金納付
について、引き続き検討してまいり
ます（※）

Ⅴ
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　システム不具合、障害が起きた際の代替手段は残していただ
きたい。
　電子申請システムの利用に伴う負担が無いのなら利用を考え
たい。

　電子申請システムの不具合等が生
じて、電子申請と併せた電子納付や
窓口キャッシュレスが利用できない
場合には、窓口での現金納付や、納
入通知書等を利用した金融機関やコ
ンビニでの現金納付を代替手段とし
て利用できるよう、引き続き検討し
てまいります。（※）
　また、すでに一部の手数料では、
電子申請システムによる電子納付を
導入しておりますが、県が決済手数
料を負担しており、電子申請システ
ムの利用に伴う申請者から負担いた
だいておりません。

Ⅴ
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　大賛成です。可能な限り早く進めていただきたい。
　やキャッシュレス決済以上に現金決済にも不便を感じていま
す。
　お金を下ろすにも銀行の窓口かATMに行かねばなりません。
カウンターで支払う時も現金の方が手間取ってしまうことも結
構あります。
　コンビニも、いつからか支払いは機械になりました。電子マ
ネーかクレジットカードか現金かを選ばねばなりません。
　お得になるからと私のスマホにもPayPayが入りました。
キャッシュレス決済に慣れるしかない現状です。
　それなら収入証紙や印紙などは無くしていただきたい。
誰にとって必要だったのか、価値があったのか今となっては分
かりません。
　確かに内容によっては収入証紙や印紙などは多額になること
もありますから、現金でのやり取りは不用心だったのかもしれ
ませんが、実際に収入証紙や印紙などを入手する場面では現金
の不用心さは同じです。
　一刻も早い導入を望みます。
　勿論、キャッシュレス決済に対応できない方の為に、現金納
付や振込みも制度として残しておいていただきたいと思いま
す。

　証紙制度を廃止することにより、
証紙を購入する煩雑さを解消し、利
便性を向上することができると考え
ております。
　すでに一部の手数料では、電子申
請と併せた電子納付や窓口キャッ
シュレスを導入しており、順次、利
用できる手数料の対象を拡大してい
きます。（※）
　加えて、証紙に代わる納付方法と
して、パソコン等が利用できない方
にも対応できるよう、納入通知書や
無記名の納付書の利用も考えており
ます。（※）

Ⅲ
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証紙に代わる納付方法
ア．電子納付の場合
　手数料が発生します。少額でも手数料が発生するのは困りま
す。
イ．窓口キャッスュレス
　法人のクレジットカードは持ち歩きません
ウ．窓口現金納付
　一番負担がかからない方法だと思います。（窓口の方の負担
が増えますか？）
エ．金融機関やコンビニで納付
　コンビニ手数料・銀行の振込手数料が発生します。
　（手数料がかからなくしてもらえればこれがいいのです
が・・・
　　インターネットバンキングでも手数料はかかります。）
結論・・・窓口現金納付が良いです。

　すでに一部の手数料では、電子申
請システムによる電子納付を導入し
ておりますが、県が決済手数料を負
担しており、電子申請システムの利
用に伴う申請者から負担いただいて
おりません。
　また、納入通知書等を利用した金
融機関やコンビニでの現金納付にお
いても、振込手数料を負担いただか
ないよう検討してまいります。
　窓口現金納付により、事務処理の
煩雑化や事務量の増加につながる懸
念はありますが、事務処理をできる
だけ見直して、煩雑にならないよう
に努めてまいります。

Ⅳ
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　現在において、キャッシュレスや電子申請ができる様になっ
ており、弊社でも電子申請を進めているので、いつでもどこで
もできる様に収入証紙が廃止になって手続きがスムーズになる
のは、とても良い事だと思うので、ぜひ廃止していただきたい
です。

　証紙制度を廃止することにより、
証紙を購入する煩雑さを解消し、利
便性を向上することができると考え
ております。
　すでに一部の手数料では、電子申
請と併せた電子納付や窓口キャッ
シュレスを導入しており、順次、利
用できる手数料の対象を拡大してい
きます。（※）

Ⅲ
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①証紙廃止について
　時代の流れと考えます。今後電子申請が主流になると思われ
ますので、クレジットカードでの支払いが可能になればこれが
定着すると思います。
②納入通知書等
　システム弱者に配慮が必要と考えます。現金によりコンビニ
で支払うことが出来れば、公共料金の支払いと変わりがなくな
り、納付者の負担も大きく軽減するので実現して欲しいと考え
ます。

　証紙制度を廃止することにより、
証紙を購入する煩雑さを解消し、利
便性を向上することができると考え
ております。
　すでに一部の手数料では、電子申
請と併せた電子納付や窓口キャッ
シュレスを導入しており、順次、利
用できる手数料の対象を拡大してい
きます。（※）
　パソコン等が利用できない方にも
対応できるよう、納入通知書等を利
用したコンビニでの現金納付につい
ては、引き続き検討してまいりま
す。（※）

Ⅲ

※　各手数料の担当課が適切な納付
方法を定めますが、手数料によって
は対応できない方法もあることか
ら、必ずしも全ての方法で納付でき
るものではありません。
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